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熊本大学（本荘）発生医学研究センター施設整備事業 入札説明書等 変更について 

平成 15 年 4 月 24 日 

熊本大学施設部企画課 

 

平成 15 年 3 月 11 日に公表しました入札説明書等について、以下該当部分の変更をお願いいたします。 

 

入札説明書 

頁 

No. 

大
項
目 

中
項
目 

小
項
目 

変更前（下線部は変更部分） 変更後（朱字は変更部分） 

8 第 3 1 （3）

① 

オ 

○ 業務実績  鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コ

ンクリート造、地上 5階建以上かつ延べ面積 3,000
㎡以上の校舎又は研究施設 

○ 業務実績  鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コン

クリート造又は鉄骨造、地上 5 階建以上かつ延べ
面積 3,000㎡以上の校舎又は研究施設 

8 第 3 1 （3）

② 

オ 

○ 業務実績  鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コ

ンクリート造、地上 5階建以上かつ延べ面積 3,000
㎡以上の校舎又は研究施設 

○ 業務実績  鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コン

クリート造又は鉄骨造、地上 5 階建以上かつ延べ
面積 3,000㎡以上の校舎又は研究施設 

9 第 3 1 （3）

③ 

ウ 

○ 業務実績  鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コ

ンクリート造、地上 5階建以上かつ延べ面積 3,000
㎡以上の校舎又は研究施設 

○ 業務実績  鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コン

クリート造又は鉄骨造、地上 5 階建以上かつ延べ
面積 3,000㎡以上の校舎又は研究施設 

10 第 3 3 （1） 入札参加者は、入札書類の提出をもって、入札説明書

（ほか「業務範囲一覧表」「業務要求水準書」「施設設

計要求書」「事業者選定基準」「事業契約書（案）」「基

本協定書（案）」「様式集」を含む）の記載内容を承諾

したものとする。 

入札参加者は、入札書類の提出をもって、入札説明

書（ほか「業務範囲一覧表」「業務要求水準書」「施設

設計要求書」「事業者選定基準」「事業契約書（案）」

「基本協定書（案）」「様式集」及び「入札説明書等に

関する質問回答集」を含む）の記載内容を承諾したも

のとする。 

15 第 3 5 （5） 

1） 

 （「③ その他」の下に追加） 

※ 競争参加資格の確認基準日 平成 15 年 4 月 28 日

（月） 
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頁

No. 
大
項
目 

中
項
目 

小
項
目 

変更前（下線部は変更部分） 変更後（朱字は変更部分） 

22 第 4 5  大学は審査委員会により選定された優秀提案を基

に、落札者を決定する。 

大学は審査委員会により選定された優秀提案を基

に、落札者を決定する。なお、落札者は事業契約締結

までに当該支出負担行為担当官から「建設工事の請負

契約に係る指名停止等の措置要領について」（平成6年
5 月 17 日付け文施指第 83 号文教施設部長通知）に基
づく指名停止措置、又は「契約事務の適正な執行につ

いて」（平成 13 年１月 6 日付け 12 文科会第 108 号会
計課長通知）別添四記第７物品購入等契約に係る取引

停止等の取扱要領に基づく取引停止措置を受けた場合

には、失格とする。 

30 第 7 2  落札者は、落札決定後７日以内に、大学を相手方とし

て、別添基本協定書（案）に基づき、基本協定を締結

しなければならない。 
 

落札者は、落札決定後 14 日以内に、大学を相手方とし
て、別添基本協定書（案）に基づき、基本協定を締結

しなければならない。 

32 

 

 

第 8 1 （5） 必要とされる資格（一級建築士事務所登録、建設業

許可、主任技術者及び監理技術者等）を証する書類の

写し 
 

必要とされる資格（一級建築士事務所登録、建設業

許可、主任技術者及び監理技術者、とび・土工、ほか

関連業務等）を証する書類の写し 
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別添資料 3  施設設計要求書 

頁

No. 

大
項
目 

中
項
目 

小
項
目 

変更前（下線部は変更部分） 変更後（朱字は変更部分） 

28 第 4 2 （1） 

⑱ 

⑱暗室、解析室 1 

「設置備品」 

サイド実験台（耐震） 

⑱暗室、解析室 1 

「設置備品」 

サイド実験台（除震） 

⑲暗室、解析室 2 

「設置備品」 （追加） 

名称 寸法 台数 備考 

29 第 4 2 （1）

⑲ 

⑲暗室、解析室 2 

「設置備品」 

流し台 900mm×750mm×800mm 1 対象 

⑲暗室、解析室 3 

「設置備品」 （追加） 

名称 寸法 台数 備考 

29 第 4 2 （1）

⑳ 

⑲暗室、解析室 3 

「設置備品」 

流し台 900mm×750mm×800mm 1 対象 

⑥教授室・事務室 

「設置備品」 （追加） 

名称 寸法 台数 備考 

34 第 4 2 （2） 

1） 

⑥ 

⑥教授室・事務室 

「設置備品」 

洗面台  1 対象 

35 第 4 2 （2） 

2） 

① 

①共通実験室 

「要求水準」 

・臭気のある薬品を使用する場合に、一時的に換気

を要することがあるので、換気設備も必要。高圧

滅菌機使用時に臭気を伴った大量の蒸気を発生

する。一般の換気扇では充分に機能できないので

強制的に排気する装置が必要（PFI） 

①共通実験室 

「要求水準」 

・臭気のある薬品を使用する場合に、一時的に換気を要す

ることがあるので、換気設備も必要。高圧滅菌機使用時

に臭気を伴った大量の蒸気を発生する。一般の換気扇で

は充分に機能できないので強制的に排気する装置が必要 

①客員教授室 

「設置備品」 

①客員教授室 

「設置備品」 

名称 寸法 台数 備考 名称 寸法 台数 備考 

54 第 4 2 （2） 

6） 

① 

流し台 1500mm × 750mm ×

800mm 

1 対象,E-2 洗面台  1 対象 
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頁

No. 
大
項
目 

中
項
目 

小
項
目 

変更前（下線部は変更部分） 変更後（朱字は変更部分） 

①教授室 

「設置備品」（追加） 

名称 寸法 台数 備考 

70 第 4 2 （3） 

4） 

① 

①教授室 

「設置備品」 

 

洗面台  1 対象 

①客員教授室 

「設置備品」 

①客員教授室 

「設置備品」 

名称 寸法 台数 備考 名称 寸法 台数 備考 

84 第 4 2 （3） 

7） 

① 

流し台 1500mm × 750mm ×

800mm 

1 対象,E-2 洗面台  1 対象 

④教官室 

「設置備品」（追加） 

名称 寸法 台数 備考 

87 第 4 2 （4） 

1） 

④ 

④教官室 

「設置備品」 

洗面台  1 対象 

③客員教授室 

「設置備品」 

①客員教授室 

「設置備品」 

名称 寸法 台数 備考 名称 寸法 台数 備考 

96 第 4 2 （4） 

3） 

③ 

流し台 1500mm × 750mm ×

800mm 

1 対象,E-2 洗面台  1 対象 

 

※ 「資料 2 各諸室に必要な装備一覧表」の変更については、「資料 2 各諸室に必要な装備一覧表（修正箇所付）」及び「資料 2 各諸室

に必要な装備一覧表（改訂版）」をご覧下さい。
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別添資料 7  様式集 

大
項
目 

中
項
目 

小
項
目 

細
項
目 

変更前（下線部は変更部分） 変更後（朱字は変更部分） 

第 1 1 （1） 5） 必要とされる資格（一級建築士事務所登録、建設業

許可、主任技術者及び監理技術者等）を証する書類の

写し 
 

必要とされる資格（一級建築士事務所登録、建設業

許可、主任技術者及び監理技術者、とび・土工、ほか

関連業務等）を証する書類の写し 

第 1 2 （3） 4） ③ 各階平面図 縮尺 1／200 
・提案する備品を記入する 

・主要各部寸法‥‥研究史機材搬入用開口寸法，廊

下幅員，研究室出入口寸法等 

・共用部や研究室等については、規模に対する特別

な提案内容を図示する。 

・器設置スペースについては、空調室外機や実験排

気処理施設用潜在スペース等をレイアウトする。 

・研究室や実験室は、標準的な一室について配管接続

用ＢＯＸに引き込む設備について記載する。 

・各室の特記すべき提案についても記載する。 
 

③ 各階平面図 縮尺 1／200 
・必要な備品を記入する 

・主要各部寸法‥‥研究史機材搬入用開口寸法，廊

下幅員，研究室出入口寸法等 

・共用部や研究室等については、規模に対する特別

な提案内容を図示する。 

・器設置スペースについては、空調室外機や実験排

気処理施設用潜在スペース等をレイアウトする。 

・各室の特記すべき提案についても記載する。 
 

様式 

1-4

～ 

1-9 

   競争参加資格 
○ 業務実績  鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コ

ンクリート造、地上 5 階建以上かつ延べ面積 3,000㎡
以上の校舎又は研究施設 

 
○ 業務実績  鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コン

クリート造又は鉄骨造、地上 5 階建以上かつ延べ面積
3,000㎡以上の校舎又は研究施設 

様式 

1-15 

   ※3 事業者の登録免許税は非課税です。 ※3 本件施設の保存登記は大学が行います。 

 


